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第４回（平成28年３月29日） 

○松元総務課長 定刻になりましたので、始めさせていただきます。 

 本日は、堀部委員長、阿部委員、嶋田委員、熊澤委員、丹野委員、手塚委員、加藤委員、

大滝委員、及び宮井委員の計９名全員が御出席です。 

 また、事務局からは、其田事務局長、山本参事官、総務課長の松元が出席しております。 

 次に、お手元の資料の確認をお願いいたします。 

 本日は、資料１－１と１－２、資料２－１から２－３まで、資料３、資料４の計７点ご

ざいます。 

 資料の不足などがございましたら、お申し付けください。 

 それでは、以後の進行につきましては、堀部委員長にお願いいたします。 

○堀部委員長 ただいまから第４回個人情報保護委員会を開催いたします。本日の議題は

４つです。 

 なお、本日は進行の都合上、議事次第の議題の並びとは順番を変えて進行させていただ

きます。 

 まず初めに、議題２「改正個人情報保護法に基づく政令等に関する考え方について」、

事務局に資料をまとめていただきましたので、事務局から説明をお願いいたします。よろ

しくお願いします。 

○岡本企画官 本日から数回にわたりまして、改正個人情報保護法の論点につきまして、

御説明を申し上げまして、御議論いただくということを予定しております。 

 改正個人情報保護法の施行に当たりましては、政令、規則、ガイドラインといったもの

が一固まり揃うことが必要になるわけですけれども、今後、それをアイテムごとに御説明

申し上げるという形になります。 

 本日は、その政令、規則についての一固まり、こういった感じですというもの、それか

ら、ガイドラインにつきまして２つ目、３つ目が規則の中でもプレゼンスがございます個

人データの第三者提供に当たりましての記録・確認義務につきまして、御説明申し上げま

して、御確認・御議論いただくという形になります。よろしくお願いいたします。 

○事務局 よろしくお願いします。 

 資料２－１に基づきまして、私から「改正個人情報保護法の全面施行に向けた関係政令・

委員会規則の整備について」御説明させていただきます。 

 それでは、資料２－１につきまして、御説明させていただきます。 

 こちらの資料ですけれども、今後、改正個人情報保護法を施行するまでに、政令と委員

会規則という２種類のルールにつきまして、委員会で案を作成する必要がございます。 

 具体的に、その政令や委員会規則におきましてこれだけのことを今後は定めていく必要

があるというところと、そのうち幾つかの点につきましては、国会で法案の審議を行って

いく中で議論がありましたので、それについて簡単に御説明するものでございます。 

 個別の事項につきましては、今後の委員会で個別の議題として挙がってきて、その場で
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議論を頂くことになると思っております。 

 １ページ目です。 

 政令への委任事項につきまして、１つずつ、簡単ですけれども、御説明させていただき

ます。 

 まず、１点目、個人識別符号の定義というところでございます。改正法で個人識別符号

を含む情報というのは直ちに個人情報になりますという個人情報の定義の明確化が行われ

ておりまして、その個人識別符号につきましては、次の①番、②番のいずれかに該当する

符合のうち、政令で定めるものという指定がされておりますので、今後、具体的な内容を

政令で定めていく必要がございます。 

 ２パターンございまして、①番が身体の一部の特徴を、コンピューターですね、電子計

算機の用に供するために変換した符合というところで、国会で、それは具体的に何が当た

るのかという議論の中では、右側の１ポツ目ですけれども、指紋認証データですとか顔写

真データを想定しておりますという旨の政府側の答弁がございました。 

 類型の②番でございますけれども、役務の利用や商品の購入、カード・書類の発行に関

して対象者ごとに異なるように割り当てられた符合ということで、要は、１人１つずつ異

なる番号を振っているものということでございます。 

 国会の審議におきまして、具体的に何が当たるかという点につきましては、②番には、

運転免許証番号ですとか、旅券の番号などを想定している旨の答弁がございます。 

 また、関連する議論としては、携帯電話番号ですとかクレジットカード番号というのは

個人識別符号に当たってくるのかどうかという点について議論が集中しておりますが、政

府側の答弁としましては、一概に個人識別符号に該当するとは言えないという答弁になっ

ておりまして、今後、政令の中でどう扱っていくかというのが一つ論点としてございます。 

 右側の欄の４ポツ目ですけれども、こちらは国会を法案が通過した後の話になりますが、

ゲノム情報を用いた医療等の実用化推進タスクフォースという、内閣官房に設置された会

議体におきまして、ゲノム関係の専門家、有識者の方々の会合でございますけれども、そ

ちらで改正個人情報保護法を踏まえて、ゲノムデータ、遺伝子情報をどう扱っていくべき

かという議論が行われまして、そちらの提言の中でゲノムデータは識別符号に位置付けら

れるものだという旨の提言を頂いておりますので、こちらも踏まえつつ議論をしていく必

要があるというものでございます。 

 続きまして、要配慮個人情報の定義に移らせていただきます。 

 要配慮個人情報につきましては、改正法の中で「人種」「信条」「社会的身分」「病歴」

「犯罪の経歴」「犯罪により害を被った事実」につきましては、個別に法律の条文で列挙

されておりますが、これらに準ずるものとして、政令で追加することができるという法律

の条文になっておりますので、これら以外に何か追加するものがあるかどうかといった点

をこちらで検討する必要がございます。 

 国会答弁の議論におきましては、カルテ情報は当然当たってくるだろうという旨の答弁
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がございます。 

 また、先ほど紹介しましたゲノム関係のタスクフォースにおきましても議論がございま

して、「ゲノム情報」といいますのは、配慮を要するべき情報として位置付けられるべき

だという旨の提言を頂いています。 

 続きまして、個人情報データベース等の適用除外でございます。 

 利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものにつきましては、個人情

報データベース等から除外することができます。その除外される対象を政令で定めること

とされております。 

 国会での議論におきましては、具体例としまして、既に公になっている市販の電話帳を

そのまま使う場合などの例が挙げられております。 

 続きまして、要配慮個人情報の取得時の本人同意原則の例外というところでございます。 

 要配慮個人情報につきましては、それを取得する際に本人同意が原則必要となりますが、

改正法第17条第２項各号にその例外が規定されております。全部で６号あるのですけれど

も、第１号～第５号は法律の条文で明確に書かれておりますが、第６号につきましては、

その他政令で定めることができるとされておりますので、何か政令で追加すべき例外事項

があるかどうかというところを検討する必要がございます。 

 続きまして、事業所管大臣への権限の委任等でございます。 

 改正個人情報保護法の全面施行後は、必要な監督権限は全てこちらに一元化されること

になっておりますが、一定の場合には、事業所管大臣、各省庁に対しまして、報告徴収と

立入検査の権限の委任ができることになっておりまして、その詳細は政令で定める必要が

ございます。 

 また、同様に地方公共団体に事務を委任することができる旨の規定もございまして、こ

ちらも行うのであれば詳細に政令で定める必要がございますので、こちらについて検討す

る必要がございます。 

 最後、その他として、認定個人情報保護団体が委員会に届け出るべき事項ですとか、匿

名加工情報データベース等の定義ですとか、経過措置といった、若干技術的、手続的な規

定も種々ございます。 

 以上が、政令への委任事項でございます。 

 ２ページ目で、続きまして、委員会規則という別のルールで定めるべき事項を列挙させ

ていただいております。 

 個別に御説明しますけれども、まず、１点目、要配慮個人情報の取得時の本人同意原則

の例外というところで、先ほど申し上げましたとおり、要配慮個人情報の取得時には本人

同意が原則必要となりますが、例外の一つにおいて、一定の者が公開している情報を取得

することについては、その例外とされております。 

 これに該当する者として、改正法におきましては「本人」「国の機関」「地方公共団体」

また「第七十六条第一項各号に掲げる者」、これは報道機関ですとか学術研究機関のよう
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なものになっております。これらは法律で明記されておりますが、これらに準ずるものと

して、その他例外に列挙するべきものがあるかどうかというところを御議論いただきたい

と思っております。 

 続きまして、オプトアウトによる個人データの第三者提供時の届出事項等でございます。 

 オプトアウト手続を用いて個人データの第三者提供を行う際、委員会に届出を行わなけ

ればならないという規定が、今回の改正で盛り込まれておりますので、その届出の方法で

すとか、届出の事項に加えまして、届出を受け取った委員会において、その届出の内容を

公表することとされておりますので、その具体的な公表の方法などを委員会規則で定める

必要がございます。 

 続きまして、外国にある第三者への提供の制限の適用除外でございます。 

 外国にある第三者に対して個人データを提供する場合の一種の制限をかける規定が第24

条として設けられておりますが、以下の２点のいずれかに該当する場合には、こちらの規

制の適用除外になりまして、現行法どおり、第23条の規定が適用されるという位置付けに

なっております。 

 除外される１つ目が、我が国と同等の個人情報保護水準を有すると認められる外国、続

きまして、２点目が、個人データの取扱いについて日本の個人情報取扱事業者が講ずべき

こととされている措置に相当する措置を継続的に講じるために必要な体制の基準というも

のを委員会規則で定めまして、これらに該当する国にいる事業者ですとか、その基準を満

たす事業者につきましては、外国であっても国内と同様に扱うということになります。 

 こちらにつきまして国会でも議論がございまして、特に２点目の体制の基準につきまし

て議論がございまして、政府側の答弁としましては、まず、現在の企業等において適切に

行われている個人情報の取扱いを追認し、明確化していくものでございます。また、具体

的な話としまして、APECのCBPR制度という、APECが定めているプライバシーの原則に適合

しているかどうかを認証する制度がAPECで準備されておりまして、これに基づく認証を受

けていることが確認された場合もこの体制の基準に該当してくるでしょうという旨の答弁

がなされております。 

 続きまして、第三者提供に係る記録・確認等ですが、個人データを第三者に提供する場

合、まず、提供する側で記録をとっていただく必要があります。また、提供を受ける側に

おきましても、一定の事項の確認と記録をとっていただく必要がございまして、その記録

の方法や事項、保存期間等々を委員会規則で定める必要がございます。これについては後

ほどの議題にも出てきますので、詳細は割愛させていただきます。 

 続きまして、匿名加工情報の加工基準等でございます。 

 匿名加工情報を作成するための加工を行う場合に従うべき基準というものが委員会規則

に委ねられておりますので、こちらを定める必要がございます。 

 こちらにつきましては、右側の国会での議論にありますとおり、事業者全てに共通する

内容、項目などについて、最低限の規律を定めるですとか、詳細なルールにつきましては、
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事業者の自主的なルール等に委ねていくという方針が政府側の答弁として出てきておりま

す。 

 続きまして、個人情報保護指針の届出・公表でございます。 

 認定個人情報保護団体が個人情報保護指針という自主規制ルールのようなものを作成し

た際に、委員会に届け出ていただくとともに、それを受け取った委員会では、それを公表

することになっておりまして、こちらはその届出の方法ですとか、届出事項、公表の方法

等々を委員会規則で定めていくというものがございます。 

 最後になりますが、オプトアウトの通知等に関する経過措置というところで、オプトア

ウト手続を行って個人情報の第三者提供を行う際、委員会への届出が必要になりますが、

改正法の全面施行前のタイミングでも、その届出をあらかじめ行えるようにするという旨

の経過措置が法律で定められておりまして、その経過措置を利用する場合の届出等々の詳

細を委員会規則で定める必要がございます。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

○事務局 続きまして、資料２－２をお手元に御準備いただければと思います。 

 私からは、個人情報の保護に関する法律についてのガイドラインの基本的な考え方につ

いてということで、今日この場で具体的にガイドラインに書く事項をお諮りするというこ

とではなくて、それに先立って、基本的にこういった考え方でやっていってはどうかとい

う御説明をさせていただきたいと思います。 

 本日、御説明させていただく項目は大きく分けて３つございます。 

 委員会としてのガイドライン及び各省で定めているガイドラインを、今後、どう整理し

ていくかという考え方の部分が１点目、委員会として策定する個人情報保護に関するガイ

ドラインの大まかな構成、目次に当たるような事項が２点目、最後に、３点目として、今

後、委員会ガイドラインを検討していくに当たって、色々と論点はございますけれども、

やや大き目の論点が２つございますので、そちらの御紹介をさせていただきたいと思いま

す。 

 それでは、資料２－２の１ページ目からご覧ください。 

 御案内のように、現行の個人情報保護法は主務大臣制をとっておりまして、現在は、各

主務大臣が個人情報保護法に基づく勧告ですとか命令の権限を持っておりますので、個人

情報保護法に基づいて各省の主務大臣が事業分野ごとのガイドラインを策定しているとい

う状況でございます。約40ございます。 

 これが、昨年成立いたしました改正個人情報保護法が全面的に施行されますと、その勧

告ですとか命令の監督権限が個人情報保護委員会に一元化されてまいりますので、まずは

当委員会として全ての事業分野に適用される汎用的なガイドラインを作ってまいりたいと

考えております。 

 そのときに、現状、各省で定めている40のガイドラインはどうするかということでござ
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いますけれども、こちらも基本的には監督権限の一元化ということがございますので、原

則としては、委員会の策定するガイドラインに一元化ということで考えております。 

 ただし、各省が定めている40のガイドラインを細かく見ていきますと、色々な内容がご

ざいます。 

 現行、個人情報保護法に基づき各省で策定されているガイドラインの中には個人情報保

護法が求めるよりも更に厳しい措置を求めていたり、個人情報保護法以外の内容、例えば、

業法ですとか設置法に基づく内容といったものも含んだ内容のものもございます。そうい

ったものを全て乱暴にシンプルに委員会ガイドラインに一元化するということは、なかな

か難しい状況がございますので、今後、各省と丁寧に調整を図っていきながらガイドライ

ンの調整を進めてまいりたいと思います。 

 その際に、これまで事業者においては各省のガイドラインを１本見ていれば足りたとい

う状況がございますので、それが全面施行後になって、急に事業者として、複数のガイド

ラインを見なければいけないという状況になりますと、当然、事業者にも混乱が生じます

ので、そういった混乱が生じないように留意してまいりたいと考えております。 

 資料２－２の１ページ目の一番下をご覧ください。今後、委員会ガイドラインの策定に

当たっては、各省で共通にこれまで示されてきた標準的な個人情報保護法の解釈は踏襲し

たいと考えております。全面施行になって法改正されていない点について急に解釈を変え

ると、これはまた事業者に混乱が生じますので、標準的な解釈は基本的に踏襲しつつ、改

正法に係る国会の審議ですとか直近の社会情勢等々も踏まえて、適切な解釈及び事例を示

してまいりたいと考えております。 

 資料２－２をおめくりいただきまして、２ページをご覧ください。 

 今回、委員会として個人情報保護法のガイドラインというものを作ってまいるわけでご

ざいますけれども、この際には、既に委員会として公表している番号法のガイドライン、

マイナンバーのガイドラインで使われている用語ですとか表現という部分との整合性とい

う部分も必要に応じて図ってまいりたいと考えております。 

 以上が、委員会ガイドライン及び各省ガイドラインの整理の基本的な考え方でございま

す。 

 続いて、委員会ガイドラインの基本的な構成というところで、（２）のところです。 

 こちらについては、改正法の条文の流れに従って、法律・政令・規則の条文を示しつつ、

事業者が守らなければならない事項ということで、条文の解釈、事例も示しながら、これ

はこの条文で認められている範囲に当たりますよ、逆に、こういった事例は条文では認め

られていない範囲に当たりますよといったことをテーマごとに定めてまいりたいと考えて

おります。 

 現在、想定している委員会ガイドラインの目次のイメージをご説明します。 

 最初に目的、適用対象があり、その次に定義が書かれ、以降、利用目的についてはこう

いうルールを守ってください、取得に当たっては、こういったルールを守ってくださいと、
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条文の流れに従って、解釈、事例を示してまいりたいと考えております。 

 なお、オプトアウト、確認・記録義務等という項目、もう一つ、匿名加工情報という項

目、これらについては、今回の改正法で新しく規制が加わった部分でもございまして、か

なり専門的な内容も含みますので、こちらについては、委員会としてのガイドラインとは

別に、丁寧な説明を施した解説資料みたいなものを作ることも検討しておりますけれども、

こちらは具体的な中身が詰まってきた段階でまたお諮りしてまいりたいと考えております。 

 改めて資料２－２をご覧ください。 

 最後に、委員会ガイドラインの具体的な内容については、今後、検討してまいりますけ

れども、大きな論点として２つございますので、そちらを今日は御紹介させていただきた

いと思います。 

 １点目が安全管理措置の問題、２点目が小規模事業者への配慮という問題でございます。 

 １点目の安全管理措置でございますけれども、こちらは、法律の条文では個人情報保護

法第20条で、安全管理措置を講じてくださいということがシンプルに書いてあるだけでご

ざいますので、具体的にガイドラインの中でこういったことを守ってくださいと、例えば、

こういった例が考えられますよといったものを示していく必要があるのかなということで

考えております。 

 基本的には、こちらの資料２－２にも書いておりますけれども、組織的・人的・物理的・

技術的という４つの枠組みごとに、具体的に遵守すべき事項と、それに該当する事例、手

法例といったものを示してまいりたいなということで考えております。 

 ただ、こちらは資料にも書かせていただいておりますけれども、今回、委員会ガイドラ

インが適用されるのは全ての事業分野の事業者、全ての事業規模の事業者さんを対象とす

るものですから、この安全管理措置として求めていく内容についても、非常に細か過ぎて

もいけないし、非常に大ざっぱ過ぎてもいけないしという事情もございますので、今後、

具体的な中身を検討の上、この委員会にまたお諮りしてまいりたいと考えております。 

 最後に、個別の論点の２点目、小規模事業者への配慮という点でございますけれども、

御案内のように、こちらも昨年成立した改正個人情報保護法によって、従来、個人情報保

護法の規定の適用対象外であった個人情報を5,000人分しか持っていない事業者さんも、新

たに今回は個人情報保護法の義務規定の対象となるということもございまして、改正法附

則の中でも、委員会としてガイドラインを策定するに当たって、そういった小規模事業者

に配慮するよう謳われているところでございます。 

 ですので、今後、小規模事業者への配慮に当たって、主に２つを検討していく必要があ

るのかなと考えております。 

 １つは、配慮すべき小規模事業者の定義でございます。従来、5,000人分以下の個人情報

しか持っていなかった事業者さんが新たに対象になることを受けて、5,000といった水準も

念頭に置く必要があるだろう。 

 また、既に委員会として公表している番号法のガイドラインでは、100人という従業員数
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に着目して中小規模の事業者という線を引いているという事情もございますので、そうい

った事情を勘案しながら、個人情報保護法で配慮すべき中小事業者の定義を、今後、お諮

りしてまいりたいと思います。 

 最後に、具体的に、小規模事業者が講じるべき安全管理措置の手法例といったものはど

ういった記載が分かりやすいのかといった部分につきましても、今後、事務方で検討の上、

委員会に諮ってまいりたいと思います。 

 ガイドラインについての説明は、以上でございます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

○事務局 引き続きよろしくお願いいたします。 

 資料２－３と「＜参考＞対応案①～⑦を前提とした確認・記録義務の基本的な考え方」

の１枚物、この２つの資料をお手元に御用意いただければと思います。 

 冒頭に説明させていただきましたとおり、改正個人情報保護法第25条・第26条のところ

で、規則委任事項がなされておりますけれども、その中で、規則の今後の検討の方向性に

つきまして、この委員会で諮らせていただきたいと思います。 

 今回、諮らせていただく趣旨につきまして、この資料２－３の最初の柱書きのところに

その心を書かせてもらっておりますので、読ませていただきたいと思います。 

 平成26年に発生しました民間企業における大規模漏えい事案を契機としまして、名簿屋

対策を目的とするトレーサビリティの規定が新設されました。また、オプトアウト規定を

利用する事業者の個人情報保護委員会への届出義務及び委員会による公表の規定も導入さ

れ、これらの制度が相まって、違法な名簿屋による個人データの流通を抑止しようという

効果を期待しているものであります。 

 他方、正常な事業活動を行っている事業者に対する過度な負担を懸念する声が多く上が

っていることから、現実的な規則の在り方について検討する必要があると考えられており

ます。この点につきましては、衆議院及び参議院のそれぞれの内閣委員会の附帯決議にお

いても示されているところでございます。 

 これらを踏まえまして、事業者に対する過度な負担となるおそれのある具体的な課題と

して、次の事例①～⑦が示されてきておりますので、これらに対して、主に国会の議論等

を踏まえながら、対応案①～⑦を軸に、今後、検討を進めてはどうかと思っております。 

 そのほかの規則制定事項、記録・確認方法や記録事項、または保存期間につきましても、

引き続き、検討を進めていきたいと考えております。 

 後半で事例①から⑦までピックアップしまして、今後、我々委員会としてこういった方

向で検討を進めさせていただけないでしょうかということを、今回は諮らせていただきた

いと思います。 

 「＜参考＞対応案①～⑦を前提とした確認・記録義務の基本的な考え方」このフローチ

ャートみたいな１枚物がありますが、これを横に置きながら説明を聞いていただければと

思います。 
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 まず、事例①から⑦までのうち、１つ目の事例でございます。 

 これは国会で問題として挙げられた事例でございます。SNS等のweb上で個人Ａのプロフ

ィール、投稿内容等を閲覧した事業者Ｂは、確認・記録作成を行わなければならないか、

という問題提起がされたものです。 

 この点につきましては、国会の議論の中で一定の方向性は既に示されております。例え

ば、本人がブログに出したものが他のところにも自動的に出されるようなことを意識して

いる場合には、それはむしろ本人による提供と捉えるときもあるのではないかと考えます

という答弁がされております。 

 これを踏まえまして、 “本人による提供”とみなして“SNS等運営事業者による第三者

提供”には該当せず、今回の確認・記録義務は対象外と整理できないだろうかと考えてお

ります。 

 続きまして、事例②、本人に代わって第三者提供する関係です。 

 例えば、事業者Ａのオペレーターが、顧客Ｂから販売商品の修理依頼の連絡を受けたた

め、提携先の修理業者Ｃにつなぐこととなり、お客さんのＢの同意を得た上でＢに代わっ

て、Ｂの氏名、連絡先等をＣに伝える場合、Ａは記録作成を行わなければならないのか。 

 この点につきましては、形式的には事業者による第三者提供に見えるといえば見えます

けれども、実質的に、あくまでも本人の手足として当該本人の個人データを第三者提供し

ているにすぎませんので、この点につきましては、本人に代わって第三者提供しているも

のとみなし、事業者による第三者提供には該当せず、確認・記録義務は適用されないもの

と整理できないだろうかということを諮らせていただきたいと思っております。 

 続きまして、事例③、本人同意に基づき第三者提供した場合の記録事項の関係です。 

 例えば、団体Ａがあらかじめ同意を得た上で、地域の税理士等の氏名・連絡先等を記載

した名簿を作成し、それを団体加盟企業に配付する場合、団体Ａは、その都度、配付した

年月日等の記録作成を行わなければならないのか。 

 ちょっと事例は違いますけれども、国会でも同じような問題意識の下で答弁がされてお

りました。 

 本人の同意を得て第三者提供する事例を念頭に、こういうものを本当にトレースする必

要が法の趣旨からみてあるのかという解釈論が考えられ、また、例えばこういうことをし

ているということだけ、事実のみを書くという最も簡易な方法もあり得るのではないかと

いう答弁がされております。 

 この答弁及びその趣旨を踏まえまして、こういう事例に対する対応案としましては、本

人の同意に基づき個人データを提供する場合の記録事項を緩和する。例えば、年月日等の

記録作成を不要とするという方向性で諮らせていただければと思っております。 

 続きまして、事例④、本人“側”に対する提供の関係です。 

 例えば、金融機関Ａの営業員が、家族Ｃと共に来店した顧客Ｂに対して、保有金融商品

の損益状況等を説明する場合、顧客Ｂの個人データを家族Ｃに第三者提供したものとして、
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同席する家族Ｃの氏名等の記録作成を行わなければならないのか。 

 これも、形式的に見れば、金融機関Ａの営業員が顧客Ｂの個人データを家族Ｃに第三者

提供しているように見えますけれども、本人の家族等、本人と一体と評価できる関係にあ

る者に提供する場合は、本人側に対する提供とみなし、第三者に対する提供には該当せず、

記録義務は適用されないものと整理できないだろうかという点を諮らせていただければと

思っております。 

 事例⑤は、国会等でも挙げられていた例ですが、電力会社Ａが、利用者Ｂからの申込み

により振替口座として指定されている銀行Ｃに対し、口座振替のために必要な情報（氏名、

口座番号、金額等）を通知する場合に、別途、電力会社Ａは記録作成を行わなければなら

ないのかという問題意識があります。 

 この点につきましては、本人が当事者である契約等、ここで仮に「本人関与契約等」と

呼ばせていただきますけれども、この本人関与契約等に基づき、個人データの授受を伴う

ことが明らかな場合は、当該契約等を証する書類、典型的には契約書なり約款と申込書な

りの記録をもって記録義務に代え得るものと整理できないだろうかと考えております。 

 これを上述の例に当てはめますと、本人である利用者Ｂが、銀行Ｃとの間で口座振替に

よる支払委託契約を締結し、また、利用者Ｂと電力会社Ａとの間でも口座振替の方法によ

って支払を行うことに関する合意がなされ、当該契約等に基づき銀行Ｃ・電力会社Ａの間

で個人データが授受されているので、当該契約等を証する書類、預金口座振替依頼書の記

録をもって記録義務に代えられないだろうかというところを考えております。 

 事例⑥として、第26条における『個人データ』の該当性の判断（受領者基準）の関係で

す。 

 第26条というのは、受領者が記録作成を行いなさいという条文でございます。 

 事業者Ａの営業担当が、取引先を紹介する目的で、データベースとして管理しているフ

ァイルから名刺１枚を取り出してそのコピーを事業者Ｂの営業担当に渡す場合、事業者Ｂ

は「個人データ」を受け取ったものとして、確認・記録作成を行わなければならないのか。 

 この事例⑥の問題意識としまして、法第26条の適用対象は、あくまで「個人データ」と

なっております。「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報です。

言い換えれば、個人情報データベース等を構成しない個人情報、いわゆる散在情報は、こ

の法第26条の対象外ということになります。 

 ここでいうところの受領者、事業者Ｂにとって「個人データ」は誰を基準に判断するの

かという点につきましては、考え方としては２通りあるかと考えております。 

 まず、１つ目が提供者基準。提供者にとって「個人データ」であれば、受領者の事情い

かんにかかわらず、受領者に確認義務・記録作成義務が適用される。この上の事例に当て

はめますと、Ｂ事業者には確認・記録作成義務は適用されるという結論になり得ます。 

 これに対しまして、受領者基準に則って考えますと、仮に提供者にとって「個人データ」

であっても、受領者にとって「個人データ」に該当しなければ、受領者に確認義務・記録
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作成義務は不適用ということになります。上の事例に当てはめますと、Ｂ事業者には適用

されないことになります。 

 この点につきましては、あくまで第26条は受領者に係る義務ですので、その義務が適用

されるか、適用されないかはあくまで受領者を基準に判断しなければ、法律の適用として

おかしいことになりますので、ここでは受領者基準を前提とした上で検討させていただく

ことを諮らせていただければと思っております。 

 上の例でいいますと、事業者Ｂには、この事例でいうと「個人データ」の提供を受けて

いないとみなされるということになります。 

 最後になりますが、事例⑦として、反復継続して個人データを授受する関係です。 

 これも国会で例として挙げられた事例でございます。 

 同一の個人情報取扱事業者間で反復継続して同一項目の個人データを授受するような場

合、個々の個人データの授受ごとに確認・記録作成を行わなければならないのか。言い換

えれば、包括的に記録作成することは許されるものかという問題意識でございます。 

 この点につきましては、一定の期間内に特定の事業者との間でどのような個人データを

移転させたかを包括的に記載されるものとし、個々のやりとりに関する詳細な記録までは

求めないものとするという点が既に国会答弁の中で言及されております。 

 我々事務局としても、この趣旨を踏まえまして、包括的に記録作成することを可能と整

理できないものだろうかという点を諮らせていただければと思います。 

 以上が、今回ピックアップしました７つの事例となっております。 

 冒頭に申し上げましたとおり、これで結論を出すというよりも、今後、更に実態の調査

や事業者等のヒアリングを通して議論を進めていく中で、これを議論のたたき台としてい

くことを御確認いただければと考えております。 

 私からの説明は、以上となります。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいま説明していただきました件につきまして、御質問、御意見をお願いいたします。 

 どうぞ。 

○嶋田委員 意見なのですが、現行の各省のガイドラインというのはとても重要ではある

のですけれども、民間の企業にとっては、事業分野を幾つか持っていると幾つも見たりし

なければならないし、また、表記がちょっと違うだけというのも縷々聞くことがございま

した。今回、整理ができましたら、個人情報保護法改正の意味合いが社会的にも大きくな

るなと思っておりますので、確認、調整等は本当に大変だと思うのですけれども、出来上

がりをとても期待しております。 

○堀部委員長 2003年に個人情報保護法が主務大臣制をとりましたので、各省庁において

複数のガイドラインを作って、先ほど事務局から説明があったように、約40本できました。 

 これらをできるだけ共通化しようということで、その共通化の試みもしましたが、結局、

それぞれの省庁、主務大臣が担当しているものですから、それらをどこでも同じようにと
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いうわけにいかないまま来ております。 

 そういう点では、今、嶋田委員が御指摘のように、今回の各主務大臣の権限が来年のど

こかの時期に当委員会に一元化されますので、この際にできるだけ一本化できればと思い

ますが、おそらくそれぞれの事業分野で異なるところも出てくると思いますので、そのあ

たりをどう調整していくかというのが今後の課題になってくると思います。 

 丹野委員、どうぞ。 

○丹野委員 先ほどのガイドラインの話は、消費者側から見ても、色々なガイドラインが

あるというのは非常に煩瑣で分かりにくいし、どの省庁に属するのか分からないという事

項はたくさんありましたので、一本化することはとても歓迎すべきことだと思っています。 

 ただ、例えば、医療と金融と通信の３つの分野では、先ほどの御説明にありましたよう

に、いわゆる上乗せ、横出しの部分があって、そこで厳しく規制をしていったからこそ、

ある意味の秩序が保たれたという部分もあるのだろうなと思っている部分はたくさんあり

ますので、そこはなし崩しになくなるのではなく、きちんと従来どおり守ってきたことを

守っていただくという方向でやっていただいたほうがよろしいのではないのかなと思って

おります。 

○堀部委員長 その場合、かなり専門というか、今、挙げられた３つの分野の他にもある

と思います。 

 どうぞ。阿部委員。 

○阿部委員 その点について、マイナンバーのガイドラインのときに、総則みたいなもの

を作って、それから、金融面とか安全管理措置を別冊にして、全体的な流れで一つの体系

で分かるようにという方式をとりましたね。ですから、一つはそういう方式で、それは委

員会で作るのだけれども、特定分野については、別冊みたいな形でやるというのが一つあ

ると思うのです。 

 もう一つは、それぞれの分野ごとに違うものを、各大臣に委員会として委任できること

になっているはずですから、この部分について大臣に委任して大臣にやってもらうという

方式が一つ。 

 もう一つ、先ほど委員長がおっしゃったように、特殊な分野については、委員会の権限

から離れたところで、事業所管の法律に基づく省庁の指導の中で、自発的に事業者側でや

るという形をとる方式もあると思うのですけれども、これは具体的な中身が出てこないと

分からない。 

 ですから、その辺の整理の仕方をまず委員会では考えておいて、具体的な案件を見て、

それを振り分ける形で整理していくという方式が考えられます。 

○堀部委員長 確かにマイナンバーのときも金融分野については別途扱うとしました。 

 熊澤委員。 

○熊澤委員 非常によくまとめていただいていて、方向性としてはこれで非常によろしい

のかなと思っています。ただ、幾つか留意点というところで残っている部分がまさに留意
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点でして、例えば、先ほどの消費者の立場からというのもありますが、事業者がやはりガ

イドラインをもう一度作り直すということになると、相当色々なプレッシャーがかかると

いいますか、そういう中で何階建てみたいなもののガイドラインが、逆に言うと、非常に

分かりづらいものになる可能性が強くあるということで、ここは懸念されているところだ

と思います。先ほど阿部委員がおっしゃっていたように、幾つかのパターンみたいなもの

をきちんと作って整理して細部に入ることが必要になるのだろうなということと、あと、

個別論点の１番目に安全管理措置というところがあって、要は、ここで一元化するガイド

ラインの基本的な部分の「具体的に遵守すべき基本的事項及びこれを実現するための手法

例を示す」と書いてあります。 

 その後に、なお書きで「内容が陳腐化しないよう留意する」ということを書いてありま

して、ここはある意味でトレードオフな部分かなと。なるべく具体的に示したいけれども、

陳腐化しないようにするというのは、非常に至難なことかなと思いますので、ここの部分

もどれぐらい割り切って作れるのか、作れないのかというところも考えながら、うまくさ

ばければいいなと思っています。 

○堀部委員長 加藤委員、どうぞ。 

○加藤委員 先ほどの阿部委員のお話の中で、上乗せや横出しのところを、例えば、別冊

方式にするとか、あるいは、例えば、事業者の中でこうやって色々とあったと思うのです

けれども、この40のガイドラインというと相当幅広い。例えば、年金とか医療とかでも実

際に違うので、果たしてその40のものを１つのパターンとして括れるかどうかというとこ

ろが非常に難しいかなという気がしておりまして、あまりそのパターンで、原則なり、上

乗せ、横出しをきれいに決めていくということだけでどこまでやれるのだろうかというの

があるので、そこら辺は相当な御努力が必要なのかと思うのですけれども、あまり１つの

形にまとめなくてもいいのかなという気がしているというところです。 

○堀部委員長 手塚委員。 

○手塚委員 我々の委員会では、番号法のガイドラインを作ってきているわけですね。あ

のときの知恵はすごく大事だと思っていて、最初の１章から４章まででしたか、最初に骨

格があって、その後、個別に入っているので、建て付け方も改正個人情報保護法のものも、

まずはそういう全体的な考え方をやって、今、言った上の部分は幾つかのパターン、個別

のところが出てくるのかなという、その辺のところを是非番号法のガイドラインともうま

く連携できるような、全体を通して我々委員会として個人情報保護法と番号法とを一気通

貫でやっているのだと見せられるような努力はしてほしいなという気はしております。 

○其田事務局長 今、委員の皆様から、色々なオプションというか、御提案を頂きました

ので、ちょっとそれを整理してみてということなのですが、「所管業法に関する」という、

個人情報の取扱いに関することではあるのですけれども、その所管業法によって立つとこ

ろによって非常に厳しい内容が書いてあったりとか、あるいは、非常に特殊な取扱いが書

いてあるガイドラインがございます。 
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 そういう意味では、マイナンバーの時には関係事務というところで一つ、みんなが同じ

仕事をしていたという切り口があったのですが、今回の個人情報の場合には、それぞれの

業務、ビジネスに応じたものとして、特殊な場面が出てくる業種や分野もありますので、

その辺を統一的に全部同じようにできるか。あるいは、幾つかのバリエーションをつくら

なければいけないか。これも業法に関することであったりもするので、各省ともちょっと

調整をしたり、よく話をしながら、今、頂いたお知恵を参考にしながら、少し整理をして

みたいと思います。 

○嶋田委員 ここで通して見るということがすごく大事だと思うのです。 

 各省庁それぞれの事情で作っているものは既にあるわけだから、それを俯瞰して見たと

きに共通化できるものを抽出して１つにしつつ、上乗せか分かりませんが、その業法の解

釈を作っていくという、俯瞰することはすごく大事で、それが色々な業界が見たときに、

この組織ができた一番のメリットとして感じられるのではないかなと私は思います。 

○堀部委員長 そういうことも、ここにはまだ出てきていませんが、認定個人情報保護団

体がそれぞれの分野でできると思います。 

 今は約40ありまして、それぞれのところで個人情報保護指針を策定しています。 

 私も幾つか関係したところもありますが、今まではそれぞれの主務大臣の下で認定個人

情報保護団体があったということですが、今度はこの委員会が認定することになりますの

で、その場合に、今後、それぞれの認定個人情報保護団体の個人情報指針の作り方のとこ

ろをどうするのかということも議論していきますし、おそらくかなり具体的に認定個人情

報保護団体の中で指針を策定するというのは、今までの経験からしてもできると思います。 

 ですから、分かりやすくきちんと最終的には法律を遵守していただくことになるような

ものにしていくということが必要だろうと思います。 

 どうぞ。 

○阿部委員 認定個人情報保護団体の場合には、それぞれの団体が自発的に作ったものに

ついて、これはいいですよという形になっていたわけです。 

 各省庁が所管している、特に情報通信関係とか医療関係について、全面的にこっちで責

任を持って細かくやっていくというのは不可能だと思いますので、そういう意味では、認

定個人情報保護団体の取組をこちらで認めていくみたいな形で、各省庁が責任を持ってあ

る程度の基準を作ったもののうち、それに書いてあるもののうち、ここから先は委員会も

きちんと見ますよという意味で、委員会のガイドラインに入れて、それで残りの部分は各

省庁の、要するに、業界指導という形で、それぞれの所管法の枠の中でやるというのが一

つの整理の仕方かなと思います。そうすると、認定個人情報保護団体の扱いと同じになる。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

宮井委員、どうぞ。 

○宮井委員 私も、今、議論に出ていましたように、このガイドラインについては、この

一元化されていて、上乗せ、横出しがあったとしても、委員会ができた意味合いというの
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はこういうところにあると思いますので、嶋田委員がおっしゃったように、俯瞰できるよ

うに合理的にしていくというのは重要なことかなと思います。 

 その上で、産業界の立場からすると、今まで主管は１つだったところが、また増えてい

くわけです。増えても、そこがややこしくならないように、結局、前よりも非常に複雑で

分かりにくくなったということだけにはならないようにしないといけないなと思います。 

○堀部委員長 分かりました。それは分かりやすくといいますか、それも必要ですので、

そういう点も配慮しつつ、検討していきたいと思います。 

○宮井委員 それと、また違う質問なのですけれども、小規模事業者への配慮のところで、

今回の改正の大きな一つのポイントであると思うのですが、ここにつきましては、5,000

人分というものと、あとマイナンバーで100人という、要は、数字がきちんと法律で決めら

れていると思うのですが、それにのっとってその内容の強弱をつけていくと、ますますそ

の数値の物差しの重たさが重たくなってくるように思いますので、もちろん法律を守ると

いう前提で中身は考えるのですけれども、あまりにもこの数字が重たくなるような強弱の

つけ方というのはどうかなと私は思います。 

○其田事務局長 今、おっしゃっていただいたのは本当にそうで、こんなに基準が違うの

だったら、何とか人数を減らすようにカウントしようということになりかねない。 

○宮井委員 極端なことを言うと、99の事業者で4,999のという話ですね。 

○其田事務局長 現行の番号法のガイドラインでは、組織とか、体制とか、取扱規程を作

れというところは厳しいので、中小規模事業者の特例を設けておるのですが、従業員をち

ゃんと教育してくださいとか、盗まれないようにしてくださいとか、最低限ウイルス対策

をしてくださいということは、本則でもこの程度のことで書いておりますので、そんなに

厳しいことが書かれるということではない仕上がりには、マイナンバーはなっております。 

 そういったことも視野に入れながら、個情法の安全管理措置の中小のところをどう書き

分けていくのかというのは、ちょっと検討していきたいと思います。 

○堀部委員長 今日の説明の方向性については、こういうことでよろしいのではないか。

具体的にどうするかということについては、色々な御意見を頂きましたので、それを踏ま

えて進めていきたいと思います。 

 そういうことでよろしいでしょうか。 

○丹野委員 一言意見なのですけれども、資料２－３の方向性は非常によいと思っていて、

悪質な名簿屋対策としてトレーサビリティが一つ考えられているのだけれども、トレーサ

ビリティを厳格にやると、例えば、この①から⑦までのような、どう考えてもトレーサビ

リティの対象に本来ならないような、法の趣旨からいえば違うでしょうというものも、も

しかしたら入るのではないかという懸念がありますが、それを、ある程度、方向性を示す

ことで、制度の趣旨を踏まえて明定するという方向が打ち出せたというのは非常にいいこ

とで、これは消費者側にとっても事業者側にとっても、ここの整理をして、考え方を出し

ていただいたことが、すごく役に立つと思いました。 
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○堀部委員長 名簿業者については、先日も消費者庁で調査検討をしたりしておりますし、

なかなかその実態がつかめません。一昨年７月のベネッセの約3,000万ぐらいの個人情報の

流出のときも名簿業者が介在していましたので、それをどうするのかというのは、色々と

意見を求められたりもしましたが、委員長の立場ですので、ここでこうするべきだという

言い方はしないで、過去の事例などの説明はしました。 

 今後どうするのかということは、また当委員会としても議論していかなければならない

ところでもありますし、色々と議論してきた経過がありますけれども、この問題には引き

続き関心を持っていく必要があります。ということで、今日はこのあたりにしておきたい

と思います。 

 いずれにしても、この改正法でトレーサビリティが入ってきたことが非常に大きな意味

を持っています。それをここで具体的には提供の記録はどうしていくのかということにな

りますが、逆に、善良な事業者からすると、これが負担になるという問題も出てきており

ますので、そこをどうするのか。 

 先ほどの事務局の説明にもあったように、なお書きで触れるにとどめていますので、今

後、そのあたりを検討していきたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、そういうことで、引き続き検討をしていきます。よろしくお願いいたします。 

 次に、議題３「政策評価の実施計画（案）について」を事務局から説明をお願いします。 

○事務局 お手元、資料３の資料をご覧いただければと思います。 

 タイトルにございますとおり、当委員会が一府省として行う政策評価の実施計画、単年

度の計画を御決定いただくものです。平成27年度にも同様の計画を決定いただいておりま

して、平成28年１月の改組に伴って、平成28年１月26日の委員会で平成27年度の実施計画

も同様のものを、改正ですけれども、決定いただいております。 

 中身です。平成28年度に取り組む仕事の大きな括りが表の中に４つございます。 

 マイナンバーの監視・監督、マイナンバーの保護評価、個人情報の保護・利活用、それ

から、全体にかかりますが、広報・啓発・国際協力という、この括りは27年度の計画と全

く同じものでして、若干の順番変更と表記の変更はございますが、４本立ての中身に変更

はございません。 

 平成28年度にこれらの施策に取り組んでいきまして、平成29年度になってから、その平

成28年度の仕事を評価する。そのとき、この４分野の評価をすることを決めるという計画

の内容でございます。 

 説明は、以上でございます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御質問、御意見があればお伺いいたします。 

 特に御意見がないようですので、原案のとおり決定したいと思いますが、よろしいでし
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ょうか。 

 では、原案のとおり決定いたします。ありがとうございます。 

 次に、議題４「その他」です。１件目は、全国健康保険協会の評価の実施時期協議につ

きまして、事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局 特定個人情報保護評価指針第６の１（１）イにおきまして、委員会による承認

が必要な特定個人情報保護評価の実施時期につきましては、システムの要件定義の終了ま

でに実施することが困難な場合は、委員会とあらかじめ協議の上、実施時期を決定できる

とされております。 

 これに基づきまして、全国健康保険協会から協議依頼が提出されておりますので、御説

明させていただきます。 

 全国健康保険協会が実施する特定個人情報保護評価につきまして、システムの開発スケ

ジュールにつきましては、システムの要件定義終了の時期が平成28年３月までであり、ま

た、プログラミングの開始時期は平成28年７月頃を予定しております。 

 要件定義の段階で評価を実施できなかった理由としまして、全国健康保険協会は、番号

制度の導入に伴い、健康保険の資格の適用、保険給付及び保険料の徴収に関する事務に個

人番号を利用することとしております。 

 こちらにつきましては、当該事務で使用する中間サーバーのリスク対策の詳細が本年３

月の要件定義までに確定しなかったため、特定個人情報保護評価を実施することができな

かったものです。 

 このため、３月22日付け協発160322-01号にて、全国健康保険協会から、特定個人情報保

護評価の実施時期について協議依頼が提出されております。 

 以上のとおり、全国健康保険協会が実施する特定個人情報保護評価の実施時期につきま

して、要件定義終了までに一連の評価の手続が終了しないことから、プログラミングの開

始前に実施するということで差し支えないかお諮りさせていただきたいと思います。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 御質問、御意見がございましたらお願いします。 

 特に御異議がありませんので、全国健康保険協会の特定個人情報評価の実施時期につき

ましては、プログラミング開始前の適切な時期に特定個人情報評価を実施することで差し

支えないということとしたいと思いますが、よろしいですか。 

 それでは、全国健康保険協会に対しまして、その旨、お伝えいただきたいと思います。 

○事務局 全国健康保険協会に対して伝えます。 

○堀部委員長 よろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

 次に「その他」の２件目です。行政文書取扱規程の一部改正につきまして、事務局から

説明をお願いいたします。 

○事務局 よろしくお願いします。 
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 「個人情報保護委員会行政文書取扱規程」の一部改正について、お諮りしたいと考えて

おります。 

 まず、文書の決裁のルールを定めた文書としまして、現に「個人情報保護委員会行政文

書取扱規程」という平成28年訓令第３号があります。この中で、専決について定めており

ます。 

 専決といいますのは、各省庁でいいますと、大臣が部下に任せて部局長の決裁で大臣名

の文書が作れるものであります。これまでの委員会の運営、この委員会の行政事務の執行

状況などを勘案しまして、現行の専決事項を見直しまして、委員会規則の制定等のうち軽

微なものに係る手続を簡素化するなど、事務執行の円滑化を図ることが適当と考えますの

で、御審議をお願いしたいと考えております。 

 今回、専決できる事項を見直すのは３点あります。いずれも各省の例を参考にして検討

しました。 

 １つ目は、今、申しました委員会規則の制定又は改廃に関する事項であって、軽微なも

のに限るというものの追加です。具体的には、行政手続法で、他の法令の制定又は改廃に

伴い当然に必要とされる規定の整理など、パブリックコメントの手続は不要とされている

軽微な変更といった改正については、委員会規則を事務局で改正したいと考えております。 

 ２つ目は、訓令、告示その他諸規程の制定又は改廃に関する事項で軽微なものに限ると

いうのが現行ですけれども、改正しまして、重要なものを除くとしたいと思います。 

 イメージでいいますと、軽微なものに限っていたものを、軽微なものと軽微とは言えな

いが重要とも言えないという中間のもの、そういったものを専決とさせていただきたいと

いうものです。 

この２点は事務局長の専決としたいと思っております。 

 ３つ目は、委員長及び常勤委員の海外出張の届出に関することです。内閣官房長官宛て

の委員長の文書になりますけれども、単なる事務手続上のものですので、総務課長の専決

としたいと思います。 

 なお、形式改正としまして、前回御議論いただいた行政不服審査法の改正などが関係す

る専決事項について、文言の整理等も併せて行いたいと考えております。 

 私からは、以上です。よろしくお願いします。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御質問、御意見をお願いします。 

 阿部委員。 

○阿部委員 組織が大きくなって、できるだけ事務を簡素化していく必要がありますので、

事務局の案で進めていただければいいと思います。 

○加藤委員 非常勤委員の海外出張の届出というのは、特に今はやらなくていいというこ

とになっているのですか。 

○事務局 はい。委員長と常勤委員については外国に行くときには内閣官房長官に届け出
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るという手続があるのですけれども、非常勤委員についてはありません。 

○阿部委員 個人的な渡航の場合は、この委員会の承認という形が必要ですね。 

○事務局 説明が足りませんでした。委員会の承認は、全ての委員について、私的な海外

渡航をするときには必要となります。公務でも私的旅行でも、常勤委員だけは、国会開会

中だけだったと思いますが、内閣官房長官に届け出る書類が必要になります。 

○加藤委員 なるほど。分かりました。 

○堀部委員長 では、御異議がありませんので、原案のとおり決定したいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

 それでは、原案のとおり決定いたします。 

 次に、３件目、議事概要について、事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局 資料４をご覧ください。 

 事務局におきまして、２月15日に開催されました第２回委員会の議事概要の案を作成い

たしました。 

 内容を御確認いただき、御了承いただければ、これで確定したいと考えております。よ

ろしくお願いします。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 事前に各委員にも見ていただいており、御異議がありませんので、原案のとおり決定い

たしまして、ホームページに掲載することといたします。 

 ありがとうございました。 

最後に議題１「特定個人情報の取扱いの状況に係る行政機関等に対する定期的な検査に

関する規則の方向性及び規則（案）について」、事務局から説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは、まず資料１－１をお手元にお願いいたします。 

 番号法第 28 条の３第１項の規定によりまして、行政機関等は委員会規則に基づき、定期

的に検査を受けなければならないとされております。今回、委員会規則を検討するに当た

りまして、その方向性を資料１－１で説明させていただきます。 

 １番でございますが、定期的な検査の方向性としまして、効率的・効果的な監視・監督

を行う観点から、次のような考え方により定期的な検査を行うこととしたいと考えており

ます。 

まず(1)ですが、事務の重要性に鑑み、行政機関、独立行政法人等が行う個人番号利用

事務を優先して行うこととし、地方公共団体情報システム機構については、番号法に基づ

き行う事務は、利用事務に準ずるとして優先して行うこととしたいと考えております。 

 (2)です。検査周期はおおむね２年といたしますが、各機関の規模・特性及び検査結果等

に応じて柔軟に対応するほか、(1)以外の事務は、これは個人番号関係事務のことですが、

特定個人情報の取扱いに係る実態を踏まえて検討したいと考えております。なお、定期的

な検査のほか、特定個人情報の漏えいその他の状況によりまして、随時に検査を行うこと

を妨げない、このような方向性を考えております。 
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 ２番として、委員会規則に定める内容でございます。番号法第 28 条の３第１項の規定に

よりまして、行政機関等は、委員会規則の定めるところにより、特定個人情報の取扱いの

状況について、委員会による定期的な検査を受ける義務を負っております。 

委員会規則においては、定期的な検査の対象となる特定個人情報ファイル及び定期的な

検査の周期を定めたいと考えております。 

 まず(1)で、定期的な検査の対象となる特定個人情報ファイルですが、次の①から④まで

に該当しない特定個人情報ファイルを優先して行うこととしまして、①から④までについ

ては、委員会が必要と認めた場合に検査を行うこととしたいと考えております。 

 ちなみに①②につきましては、保護評価規則によりまして、保護評価の対象から除かれ

ているものでございます。 

 まず①でございます。「役員若しくは職員又はそれらの者の被扶養者等に係る特定個人

情報ファイルのうち、人事、給与又は福利厚生に関する事項等を記録する特定個人情報フ

ァイル」ということで、これは保護評価規則第４条第１号の規定内容のことを示しており

ます。 

次に②「事務ごとに保有する本人の数の総数が千人未満である特定個人情報ファイル」

です。こちらは保護評価規則第４条第３号に規定されております。 

そして「③個人番号関係事務のみを処理するために保有する特定個人情報ファイル」と

しまして、個人番号利用事務と共用する場合は対象となっております。 

なお、定期的な検査の対象となる機関等の数についてですが、行政機関、独立行政法人

等及び地方公共団体情報システム機構は、全部で 268 ございます。この内、ご説明いたし

ました①と②を充足する個人番号利用事務８機関 13 事務が定期的な検査先と考えており

ます。参考ですが、個人番号関係事務は、現在 20 事務ございますが、今後も増加すること

が見込まれます。 

④ですが、「特定個人情報の取扱いの状況を勘案して委員会が定める特定個人情報ファ

イル」ということで、例えば、検査結果に全く問題のない優良先ですとか、頻繁に検査に

行く必要がないと考えられる先を、委員会の裁量で優先的な検査対象から除外できるよう

にする条項を設けたいと考えております。 

続いて(2)でございます。定期的な検査の周期についてでございますが、おおむね２年

ごとに行うものとしたいと考えております。 

 そして、(3)その他随時検査の実施についてとしまして、(1)の定期的な検査のほか、特

定個人情報の漏えいその他の状況により、随時に検査を行うことを妨げないこととしまし

て、情報漏えいがあれば随時に検査を行う、これは元々番号法第 38 条に規定があるところ

でございますが、確認的に記載したいと考えております。 

 以上が方向性についてでございます。    

 続きまして、資料１－２でございます。こちらがパブリックコメントに付したいと考え 

ている案でございます。ここまでにご説明した内容を記載しております。３番の施行期日 
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については、公布の日から施行としたいと考えております。 

 具体的な内容は、１枚おめくりいただきまして、規則案をご覧ください。先ほどの説明

内容を記載したものでございますが、おおむね２年ごとの検査から除外する特定個人情報

ファイルとしまして、先ほど職員の関係と千人未満の説明をさせていただきましたが、正

式な規定ぶりとしまして、規則案第２条第１号は、いわゆる保護評価規則第４条第１号に

規定される特定個人情報ファイルになります。また、規則案第２条第２号は、保護評価規

則第４条第３号に規定される特定個人情報ファイルになります。それ以外につきましては、

ただいま説明した内容を書き起こしさせていただきました。 

 以上が規則案でございます。この規則案が決まり次第、パブリックコメントを 30 日間実

施したいと考えております。以上が御審議いただきたい内容でございます。 

○松本企画官 それでは、続きまして、ただいまの説明を踏まえまして、平成 28 年度の検

査計画のイメージを説明させていただきたいと思います。 

 情報漏えい等が発生しました場合の立入検査は計画的にできるものではございませんの

で、今ご説明いたしました、定期的な検査に係る計画となります。 

 まず策定方針でございますけれども、年度計画のうち検査実施数と検査時期につきまし

ては、第１四半期中に決定したいと考えております。検査実施数につきましては、事務局

のマンパワー等を踏まえまして、年間で実施可能な件数を見積もりますとともに、およそ

の検査時期について計画立てておくことにより、円滑な定期検査が実施可能になると考え

てございます。 

 検査対象先は半期ごとに決定とさせていただきたいと思いますが、これについては後ほ

どご説明させていただきます。委員会規則の方で説明させていただきましたが、検査に当

たっては、個人番号利用事務を優先することを考えております。また、漏えい事案等が生

じた場合には、検査計画にかかわらず、臨時検査を行うことを妨げないこととしたいと考

えております。 

 次に、28 年度検査計画のイメージです。行政機関等が実施する個人番号利用事務につい

ては、原則として一順することを目標として計画を策定することとし、地方公共団体等に

対しては規模などを勘案の上、選択的に実施したいと考えております。 

私からは以上でございます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御意見・御質問がありましたらお願いします。 

 嶋田委員。 

○嶋田委員 確認ですけれども、資料１－１の「２」の(1)の４番のところで、「優良先」

ともう一つ、頻繁に検査に行く必要がないところとおっしゃいましたが、後者はどういっ

たところなのでしょうか。 

○事務局 検査結果に問題がないので、検査をおおむね２年の括りの中で行うというほど

頻繁ではなくて、もう少し間隔をあけることができるようにするということです。 



22 

 

○嶋田委員 なるほど、「優良先」とは別にあるのかと思いましたが、「優良先」のこと

を書き下したものなんですね。 

○其田事務局長 ここは色々なケースがあり得るので、例えば今後個人番号利用事務が増

えたり取扱件数がとても少ない場合等もあるかもしれませんので、一律で２年にならなく

ても良いように条項を１つ設けておきたいという趣旨です。 

○嶋田委員 それを決めるのはどこになるのですか。 

○其田事務局長 委員会で、これは２年のサイクルでなくても良いですねということを御

審議いただく予定です。 

○熊澤委員 時期が限られてしまうケースもあり得ると思うので、しっかり事前に計画を

立てて、やられるとは思いますが、是非よろしくお願いします。 

○松本企画官 ７月以降、事務局の陣容も充実させていただくと聞いておりますので、体

制整備ができれば、その中でしっかり対応していきたいと考えております。 

○加藤委員 地方公共団体はどうされるんでしょうか。今後の計画として、ある程度はや

っていかなければならないと思いますが。数にしても相当大変ですよね。 

○松本企画官 1,800以上ありまして、色々と特性や規模もございますので、それらを勘案

しながら、それから色々な情報も我々に入ってくるということもございますので、総合的

に勘案という形で、検査先についてはご相談させていただきたいと考えております。 

○其田事務局長 地方公共団体は定期報告が義務付けられておりますので、そういった報

告も１つのツールになるということ、どこを選んでいくかで、例えば規模の大小で選ぶ、

その典型的な結果を発信するとか、あるいは幾つか検査に行きますと、委員会の検査でこ

うしたことを指摘されたとか、情報としてもある程度浸透していくことも期待をしつつ、

全部を網羅することは不可能ですので、いかに行く検査を効果的に活かしていくかという

手法を色々考えていきたいと思います。 

○堀部委員長 よろしいでしょうか。 

 それでは、御異議はございませんでしたので、原案のとおり意見公募手続を実施したい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり。） 

○堀部委員長 ありがとうございます。それではそのように進めてください。 

 本日の議題は以上です。 

 本日の資料につきましては、速やかに委員会のホームページで公表することとしたいと

思いますが、よろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり。） 

 本日の会議は、これにて閉会といたします。 

 今後の予定につきまして、山本参事官からお願いいたします。 

○山本参事官 次回の日程につきましては、４月12日火曜日、14時からこちらの会議室で

行わせていただきます。 
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 本日の資料につきましては、決定どおりに取り扱いまして、速やかにホームページに掲

載させていただきます。 

 本日は誠にありがとうございました。 


